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第Ⅰ章 序論 
 
第 1節 背景 
 
1．緒言 
（１）我が国の介護予防施策 
 我が国は2007年に超高齢社会を迎え，2065年には高齢化率は38.4%に達し，2.6人に1人
が高齢者になると試算されている（内閣府, 2017a）。高齢者人口の増加に伴い，高齢者関係
の給付金（年金保険給付費，高齢者医療給付費，老人福祉サービス給付費，高年齢雇用継
続給付費を合わせた金額）が増加し（内閣府, 2017b），国家財政に大きな影響を与えると懸
念されている。高齢化による介護費，医療費の増加を抑制するため，政府は効果的な介護
予防の推進を課題としている。 
介護予防は「要介護状態の発生をできる限り防ぐ（遅らせる）こと，そして要介護状態
にあってもその悪化をできる限り防ぐこと，さらには軽減すること」と定義され，自治体
が実施主体となる介護予防施策がおこなわれている（厚労省, 2012）。介護予防施策では，
地域の支え合い，住民の主体性を重視した環境づくりとシステムづくりがなされ，高齢者
は地域づくりの担い手や支援を求める高齢者の支え手となることが期待されている。地域
住民による自主活動，すなわち「通いの場」は介護予防につながる活動としてその効果が
報告されており（Hikichi et al., 2015），中でも運動を実践する通いの場（以下，運動サー
クル）は，効果的かつ効率的な介護予防の取組みとされている（厚労省, 2012; 2015）。 
 
（２）運動教室の課題と運動サークルの役割 
これまで，全国の自治体では通所型の介護予防サービスとして，要支援や要介護に陥る
リスクが高い高齢者を対象とした「運動器の機能向上」を目的とする運動教室を開催して
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きた（植木ら, 2007; 髙戸ら, 2008）。運動教室に関する先行研究では，高齢者が運動教室に
参加することで，身体機能が維持，向上すると報告されており，介護予防施策としての有
効性が示唆されている（清野ら, 2008; 滝本ら, 2009; 渡邊ら, 2013; 鵜川ら, 2015）。しかし，
運動教室はリハビリテーションや運動指導に精通する専門家によって開催されることが多
いため（髙戸ら, 2008），人的資源や経済的な問題から長期的な開催は難しい。運動教室へ
の参加によって得た身体機能の向上効果は，教室修了後に運動実践を中止することで修了
から6ヵ月後には既に失われると報告されている（笠井ら, 2005）。そのため，短期間の教室
を開催するだけでは介護予防につながらず，教室修了者が継続して運動をおこなう受け皿
を設けることが重要と言える。また，専門家が運営する教室は，定員数や開催頻度が限ら
れるため，全ての地域在住高齢者にサービスを提供することはできず，一部の高齢者を支
援しているに過ぎなかった。これらの運動教室の課題に対して，2017年に完全移行となっ
た「介護予防・日常生活支援総合事業」では，運動サークルに2つの役割を期待していると
言える。１つ目は，上述のような自治体主催の運動教室を修了した高齢者（以下，教室修
了者）の受け皿としての役割，２つ目は，教室修了者以外の地域在住高齢者（以下，一般
高齢者）にとっての運動実践の場としての役割である。実際にいくつかの自治体では，地
域で開催されている運動サークルを受け皿として活用しており（厚労省, 2012），受け皿を
作るために高齢ボランティアを養成する自治体もある（重松ら, 2015）。 
このように運動サークルは，我が国の介護予防施策において重要な役割を担うと考えら
れるが，解決すべき課題が残っている。第１に，運動サークルに関する先行研究では，サ
ークルを運営する高齢ボランティアを対象とした研究が散見されるものの，高齢ボランテ
ィアの運動指導を受ける高齢者に着目した研究は少ない。高齢ボランティアによる運動指
導は，指導を受ける高齢者の身体機能の低下を抑制すると推測されているが（厚労省, 2015），
その効果は十分に明らかになっておらず，効果検証が必要である（Stolee et al., 2012; 北村
ら, 2016）。第２に，運動サークルでは，運動指導の専門家ではないボランティアが指導を
第Ⅰ章 序論 
3 
おこなうため，彼らの中には活動への抵抗感や不安感を抱く者がいる（李ら, 2008; 北村ら, 
2016）。また，高齢者は運動実践の方法を学んでも適切に実践できず，専門家が介入した場
合と比較して効果が小さくなると指摘されている（Gillett et al., 1996）。そのため，運動サ
ークルでは，高齢ボランティアでも安全かつ適切な指導ができる運動，専門家が指導した
場合と同等の効果が生まれる運動が実践されるべきである。しかし，各地の運動サークル
ではご当地体操などの地域住民への馴染みやすさを重視した運動がおこなわれており（木
村ら, 2016），高齢ボランティアにとっての指導のしやすさや効果の程度が十分に考慮され
たプログラムが実践されているとは限らない。運動サークルが介護予防活動として有効に
機能するためには，これらの課題を解決することが求められる。 
 
（３）女性高齢者における下肢機能の低下抑制の重要性 
 身体機能のうち下肢機能は，日常生活動作能力や手段的日常生活動作能力の低下を予測
する優れた因子になり，その精度は上肢機能の予測精度を上回ると報告されている
（Shinkai et al., 2000; Suzuki et al., 2003）。また，下肢機能の低下は，死亡（Woo et al., 
1999），入院（Volpato et al., 2011），介護施設への入所（Woo et al., 1999），介護認定の発
生（藤原ら, 2006; 平井ら, 2009）につながることが明らかになっている。高齢期において
は，身体機能の中でも下肢機能を維持させることが介護予防に有効であると考えられ，各
自治体が主催する運動教室では，下肢機能の向上を重視した教室が開催されている（清野
ら, 2008; 島田ら, 2010; 深作ら, 2011）。 
また，日本人高齢者における要介護の主な原因は性によって違いがあり，男性高齢者は
脳血管疾患が26.3%と最も高い割合であるのに対して，女性高齢者は骨折・転倒や関節疾患
といった移動能力に関わる身体機能障害が29.5%と高い割合を占めている（内閣府, 2017a）。
さらに，女性は加齢に伴い下肢機能が上肢機能よりも大きく低下すると報告されている
（Lynch et al., 1999; Hughes et al., 2001; Onder et al., 2002）。以上のことから，女性高
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齢者においては，下肢機能を維持，向上させることが介護予防に効果的だと考えられる。 
高齢ボランティアの指導のしやすさや下肢機能の向上効果が認められた運動としてスク
エアステップ（square-stepping exercise）がある。スクエアステップは，各地の運動教室
（重松ら, 2011; 角田ら, 2011; 中垣内ら, 2014），運動サークル（重松ら, 2013; 三ツ石ら, 
2013）で取り入れられている。実践時には，25cm四方の升目で区切られた横幅100㎝，奥
行き250㎝のマットを使用し，その上でステップを踏んで連続移動する。スクエアステップ
は高齢者であっても長期にわたり実践しやすく，高齢ボランティアでも適切かつ安全な指
導ができると示唆されている（重松ら, 2013）。また，高齢者を対象としたスクエアステッ
プの介入研究では，対象者の下肢機能の向上（Shigematsu and Okura, 2006; Shigematsu 
et al., 2008; Nokham and Kitisri, 2017），転倒発生率の低下（Shigematsu et al., 2008），
認知機能の向上（大藏ら, 2010; Shigematsu et al., 2014; Gill et al., 2016）などが報告され
ている。 
以上より，本研究では，運動サークルでスクエアステップが実践されることにより，ボ
ランティアの指導であっても専門家の指導と同程度の効果が生まれ，指導を受けた女性高
齢者の下肢機能は維持あるいは向上するという仮説を立てた。これらの仮説が実証されれ
ば，女性高齢者における運動サークルの下肢機能への効果を示す重要な知見が得られ，我
が国の介護予防施策に寄与する基礎資料になると考えられる。 
 
2．着想に至った経緯 
 著者は，複数の自治体がおこなう地域支援事業に指導者として参加し，度々サークルに
通い，高齢ボランティアや彼らから指導を受ける高齢者と交流を持つ機会を得た。その中
で，「高齢ボランティアのおかげで，早歩きや軽くジャンプができるようになった。」，「素
晴らしい指導をしてもらえたので，足腰の状態がよくなった。」など，高齢ボランティアに
対する感謝や指導効果に関する話を度々耳にした。こうした現場の声から，高齢ボランテ
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ィアによる運動指導は，指導を受けた高齢者の身体機能に一定の効果を与えていると確信
し，運動サークルは介護予防の一助となっていると考えるようになった。運動サークルの
効果を，体力測定などの客観的なデータを用いて明らかにすることは，サークルを普及さ
せる上で重要であると考え，本研究を進めることとした。 
 
3．研究の意義 
 我が国は，地域資源を有効活用し，住民の主体性，支え合いを重視した介護予防を推進
している。その中で運動サークルは，効果的，効率的な介護予防活動になると考えられて
いる。また，近年の介護保険法の改正に伴い，運動サークルは，専門家が開催する短期集
中予防サービスと同じ通所型サービスの１つに位置付けられ，今後ますます重要な役割を
担うことになる（厚労省, 2015）。 
運動サークルには，教室修了者の受け皿と一般高齢者の運動実践の場という２つの役割
が求められているが，それぞれの効果を検証した報告は見当たらない。２つの役割に対す
る効果を区別して明らかにすることで，今後運動サークルが担うことができる役割を明確
にできる可能性がある。このことは，これまでの介護予防施策において課題とされていた，
教室修了者への継続的な支援，一部の者だけでなく地域のあらゆる高齢者を対象とした取
組みを可能にすると考えられる。しかし，運動サークルを運営する高齢ボランティアは，
あくまでもボランティアであり，運動指導の専門家ではない。そのため，専門家と変わら
ぬサービスを提供し，効果を生むことができるか不明である。運動サークルでは，ボラン
ティアであっても専門家と同質の指導ができ，同等の効果が期待できる運動が実践される
べきであり，こうした運動を検討することは，効果を確実に上げることができる運動サー
クルの開催，普及に寄与すると考えられる。 
 これまで各自治体は様々な介護予防事業を開催してきたが，これらの事業については，
男性高齢者に比して女性高齢者の参加割合が高いことが明らかになっている。安武ら（1993）
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は，健康教育をおこなう保健事業の参加者は女性高齢者が多いと報告している。また，介
護予防を目的とした茶話・ふれあいサロンの参加者のうち，男性高齢者の割合は有意に低
く，転倒予防を目的とした事業においても男性の参加割合は少ない傾向にあることが示唆
されている（大久保ら, 2005）。運動サークルにおいても，男性高齢者に比して女性高齢者
の参加者数が多いことが明らかになっている（三ツ石ら, 2013; 後藤ら, 2016; 辻本ら, 
2017）。従って，介護予防を目的として開催される運動サークルの効果検証を，参加割合の
高い女性高齢者を対象として進めていくことは重要であると考えられる。 
 
第 2節 目的 
 
本博士論文の目的は，高齢ボランティアによるスクエアステップを主運動とした運動サ
ークルへの参加が，女性高齢者の下肢機能の維持，向上につながるか否かを検討すること
である。当該目的を遂行するため，先ず，高齢ボランティアによるスクエアステップを用
いた運動指導と，運動指導に精通する専門家による指導の下肢機能への効果を比較し，指
導効果に差があるか否かを明らかにする。その上で，高齢ボランティアによるスクエアス
テップを主運動とした運動サークルへの参加が，女性の運動教室修了者および運動教室に
参加した経験がない女性高齢者（一般高齢者）の下肢機能に与える影響を検討する。 
 
第 3節 用語の定義 
 
1．運動サークル 
本研究では，地域住民のための運動実践を主目的とした通いの場，集いの場およびこれ
らの場でおこなわれる自主的な活動（運動）を「運動サークル」と定義する。介護予防・
日常生活支援総合事業（厚労省, 2015）では，地域住民が運営する自主活動は「通いの場」，
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「集いの場」と呼ばれている。これらの特徴として，住民ボランティアが主体となって実
施される自主活動であること，地域在住高齢者にとって身近な場所で開催される活動であ
ることが挙げられる。さらに，通いの場，集いの場のうち運動を実践する活動，すなわち
運動サークルは「体操，運動等の活動」，「住民主体の運動・交流の場」と記され，活動内
容が強調されている（厚労省, 2015）。運動サークルは，効果的かつ効率的な介護予防活動
と評されている（厚労省, 2015）。 
 
2．運動教室 
 介護予防あるいは身体機能の向上を目的として，運動指導に精通する専門家が地域在住
高齢者を対象としておこなう運動プログラムを「運動教室」と定義する。運動教室には，
自治体が主催する「運動器の機能向上プログラム」，あるいは，運動器の機能向上に「栄養
改善」，「口腔機能向上」を加えた「複合型プログラム」が含まれる（厚労省, 2012）。これ
らは，要介護や要支援状態に陥るリスクが高い高齢者を対象とした通所型の介護予防サー
ビスとして開催される他，身体機能水準や健康度の高い高齢者に対しても介護予防の普及
啓発を目的として実施されている。 
 
3．高齢ボランティア 
 本研究では，運動サークルの運営や介護予防を目的とした運動指導をおこなう高齢者を
「高齢ボランティア」と定義する。高齢ボランティアは，自治体が開催するボランティア
養成講習会を修了し，高齢ボランティアとして認定を受けて活動している。活動内容は，
運動サークルでの運動指導の他，活動場所の予約や物品準備，スケジュールの作成，勧誘
活動などが挙げられる。ボランティアの呼び名は研究者や開催地域（自治体）によって異
なり，高齢推進ボランティア（河西ら, 2009），運動ボランティア（重松ら, 2013），運動リ
ーダー（後藤ら, 2010），シルバーリハビリ体操指導士（小澤ら, 2014a）など多様な呼び名
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がある。 
本研究では，各自治体で活動する高齢ボランティアのうち，スクエアステップの指導に
従事するボランティアに着目する。スクエアステップには3種類の指導者資格があり，本研
究の高齢ボランティアは，自治体が主催する「リーダー養成講習会」を修了し，スクエア
ステップを無償で指導することができる「スクエアステップ・リーダー」の資格を有する
者である。スクエアステップの資格制度，リーダー養成講習会の内容については，「第Ⅱ章 
第４節 スクエアステップに関する研究」を参照されたい。 
 
4．運動指導の専門家 
 運動教室は，運動指導の専門家や医療従事者によって運営されることが多いと報告され
ている（植木ら, 2007; Layne et al., 2008; 髙戸, 2008; Waters et al., 2011）。髙戸ら（2008）
の研究では，自治体主催の運動教室に携わる者のうち，運動指導の知識と技術を持つ有資
格者（理学療法士，健康運動指導士など），大学などで運動器の機能向上に関わる分野を専
門にしている研究者が「運動指導の専門家」，「専門家」と定義され，医師，看護師，保健
師などが「医療従事者」と定義されている。そこで本研究では，理学療法士，作業療法士，
健康運動指導士などの運動指導の知識と技術を持つ有資格者，および大学などで運動器の
機能向上に関わる分野を専門にしている研究者を「運動指導の専門家」と定義した。 
 尚，本研究では，スクエアステップを主運動とする運動教室に焦点をあてる。教室にお
いて運動指導をおこなった専門家は上記の定義に当てはまり，且つスクエアステップの指
導者資格（有償での指導が認められた「スクエアステップ指導員」，「スクエアステップ協
会公認養成員」）を有する者である。各資格の詳細については，「第Ⅱ章 第４節 スクエ
アステップに関する研究」を参照されたい。 
5．教室修了者 
 本研究では，運動教室を修了した高齢者を「教室修了者」と定義する。運動教室は3ヵ月
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や6ヵ月など開催期間が限られているため，教室修了者の受け皿として運動サークルを活用
している自治体がある（厚労省, 2015; 重松ら, 2015）。すなわち，運動サークルにおいて高
齢ボランティアの運動指導を受ける者の中には，教室修了者とそうでない高齢者（後述の
一般高齢者）がおり，本研究では２者を明確に区別する。 
 
6．一般高齢者 
 運動サークルにおいて高齢ボランティアの運動指導を受ける地域在住高齢者のうち，運
動教室に参加した経験がない高齢者を「一般高齢者」と定義する。 
 
7．下肢機能 
本研究では，自立して生活するために必要な動作を遂行する能力を「身体機能」とし，
その中でも，起居動作や移動に関わる脚部（下肢）の能力を下肢機能（lower-extremity 
physical function）と定義する。 
下肢機能の低下は，日常生活動作能力の低下（Stuck et al., 1999; Guralnik et al., 2000），
要介護状態（藤原ら, 2006; 平井ら, 2009），死亡（Guralnik et al., 2001）につながると報
告されている。また，下肢機能は上肢機能よりも大きく低下すること（Lynch et al., 1999; 
Hughes et al., 2001; Onder et al., 2002），身体機能のうち下肢機能の低下は，日常生活動
作能力，手段的日常生活動作能力の低下と関連することが示唆されている（Shinkai et al., 
2000; Suzuki et al., 2003）。高齢者が自立した生活を過ごす上では，下肢機能の低下抑制が
重要であると考えられるため，本研究では，身体機能のうち下肢機能に着目することとし
た。 
高齢者の下肢機能に着目した先行研究（Guralnik et al., 1994; 1995; Onder et al., 2002; 
2005）では，下肢機能の測定項目として複数の身体パフォーマンステストが用いられてい
る。本研究ではこれらの先行研究，および日本の介護予防施策で用いられる測定項目（厚
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労省, 2012; 髙戸ら, 2008; 鵜川ら, 2015）を参考に，5 つの身体パフォーマンステストを用
いて下肢機能を評価した。すなわち本研究では，開眼片足立ち時間，5 回椅子立ち上がり時
間，timed up and go，5 m 通常歩行時間，全身選択反応時間を用い，それぞれをバランス
能力，下肢筋力，起居移動動作能力，歩行能力，反応性と定義した。 
 
本研究で定義した用語のうち，運動サークル，運動教室の概要を図Ⅰ－１に示す。 
 
図Ⅰ－１ 運動サークル，運動教室の概要図 
 
運動サークル
指導
参加者高齢ボランティア
一般高齢者
①教室修了者の受け皿
②一般高齢者の運動実践の場
②
①
運動教室
指導
教室修了者 運動指導の専門家
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第Ⅱ章 文献研究 
 
第 1節 下肢機能と日常生活動作，死亡リスクとの関連に関する研究 
 
加齢に伴い身体機能は低下し（Bohannon et al., 1984; 衣笠ら, 1994; 南ら, 1998; Isles et 
al., 2004; Seino et al., 2014），身体機能の低下は死亡リスクや生活の自立度に影響を与える
ことが知られている。Cooper et al.（2011）は，身体機能と死亡の関連に関するシステマ
ティックレビューをおこない，握力，椅子立ち上がり時間，バランス測定，歩行速度の値
が不良な高齢者ほど，死亡リスクが高いことを報告している。Guralnik et al.（2001）は，
高齢期において，他者による支え，補助器具なしに部屋の中を移動できない状態（重度の
移動能力障害）は死亡の予測因子になると報告している。70歳以上の中国人高齢者を対象
とした3年間の縦断研究では，歩行速度の増加，歩幅の短縮は介護，施設への入所，死亡の
リスクを高めることが示唆されている（Woo et al., 1999）。Shinkai et al.（2000）は，日
本の地域在住高齢者を対象とした6年間の縦断研究をおこない，握力，開眼片足立ち時間，
歩行速度は日常生活動作能力の低下の予測因子になり，中でも歩行速度は最も優れた因子
になると報告している。Guralnik et al.（1995）は，椅子立ち上がり時間，バランス測定，
歩行速度の測定値から下肢機能得点を算出し，得点が良好だった高齢者は，4年後の移動能
力，日常生活動作能力の低下リスクが有意に低かったと報告している。Judge et al.（1996）
は，椅子立ち上がり時間，歩行速度の遅延は，手段的日常生活動作能力の低下リスクを高
めると示唆し，藤原ら（2006）は1kmの歩行，階段昇降といった歩行能力の低下は，要介
護認定の予測因子になると指摘している。さらに，日本人高齢者を対象とした5年間の縦断
研究では，握力，開眼片足立ち時間，歩行速度といった身体パフォーマンステストのうち，
歩行速度は手段的日常生活動作能力の低下を予測する因子になると報告されている
（Suzuki et al., 2003）。このように，加齢に伴う身体機能の低下，中でも下肢機能の低下
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は，死亡リスクの増加，日常生活動作や手段的日常生活動作の障害につながると多くの研
究から明らかになっている。さらに，女性は加齢に伴い下肢機能が上肢機能よりも大きく
低下すると示唆されている（Lynch et al., 1999; Hughes et al., 2001; Onder et al., 2002）。
日本人女性は骨折・転倒や関節疾患といった移動能力に関わる身体機能障害が要介護の原
因になるため（内閣府，2017a），下肢機能の低下抑制に早期から取り組む必要がある。以
上を踏まえて，本研究では女性高齢者の下肢機能に焦点をあてて検討していくこととした。 
 
第 2節 下肢機能の評価に用いられる身体パフォーマンステストに関する研究 
 
 高齢者の身体機能を上肢機能，下肢機能に大別した研究では，前者の評価法として握力，
ペグテスト，着衣およびボタン掛けが用いられ，後者の評価法としては椅子立ち上がり時
間，バランス測定，歩行速度が用いられている（Guralnik et al., 1994; 1995; Onder et al., 
2002; 2005）。これらの先行研究では，椅子立ち上がり時間，バランス測定，歩行速度の測
定値と死亡リスク，日常生活動作能力との関連性が報告されており，下肢機能を評価する
上で上記 3 つのテストは重要な項目と考えられる。日本の介護予防施策では，下肢機能の
評価項目として，開眼片足立ち時間，timed up and go，5 m 歩行時間（通常歩行時間およ
び最大歩行時間）が推奨されている（厚労省, 2012）。自治体主催の運動教室では，これら
の身体パフォーマンステストの他，椅子立ち上がり時間やタンデムウォークなどがよく実
施されている（髙戸ら, 2008; 鵜川ら, 2015）。 
 本研究では，高齢者の下肢機能に着目する先行研究，運動教室に関する先行研究を参考
に，5 つの身体パフォーマンステストを下肢機能の測定項目として用いることとした。5 つ
のテストとは，開眼片足立ち時間，5 回椅子立ち上がり時間，timed up and go，5 m 通常
歩行時間，全身選択反応時間であり，それぞれ，バランス能力，下肢筋力，起居移動動作
能力，歩行能力，反応性を反映する項目と定義する。 
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第 3節 運動サークルに関する研究 
 
1．介護予防施策における運動サークルの役割 
我が国では2006年に，市町村が主体となって実施する「地域支援事業」が創設された。
本事業の目的は，「要介護状態等となることを予防するとともに，要介護状態等となった場
合においても，可能な限り，地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援
する」ことであり，事業の１つとして「介護予防事業」が始められた（厚労省, 2006）。介
護予防事業は，2012年の介護保険法の改正に伴い「介護予防・日常生活支援総合事業」へ
と名称を変え，繰り返し見直しがおこなわれている。しかし，介護予防の定義，事業の方
針は大きく変わっていない。すなわち，我が国の介護予防施策において，介護予防とは「要
介護状態の発生をできる限り防ぐ（遅らせる）こと，そして要介護状態にあってもその悪
化をできる限り防ぐこと，さらには軽減を目指すこと」であり，介護予防に向けて，高齢
者が自立した日常生活を送り続けていける地域づくり，医療や介護，生活支援などが包括
的に提供される地域包括ケアシステムの構築（図Ⅱ－１）が課題とされてきた（厚労省, 
2012; 2015）。また，高齢者は地域の中で自発的，継続的に介護予防に取り組むことが求め
られており，介護予防の対象者や支援を受ける者としてだけでなく，地域づくりの担い手，
支援を提供する者として活躍することが期待されている（厚労省, 2012; 2015）。介護予防
事業での一次予防事業，介護予防・日常生活支援総合事業での一般介護予防事業では，地
域住民による介護予防に資する自主活動，すなわち通いの場を普及させること，高齢者が
通いの場の運営に関わることで介護予防につなげることを目指し，通いの場の育成・支援
がおこなわれてきた。各自治体では，通いの場を運営するボランティアが養成され，運動
サークルの運営，運動指導に従事する高齢ボランティアも各地で養成されている（島貫ら, 
2005; 三ツ石ら, 2013; 重松ら, 2013; 小澤ら, 2014b; 北村ら, 2016）。 
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図Ⅱ－１ 介護予防・日常生活支援総合事業が目指す地域包括ケアシステム（厚労省，2015） 
 
運動サークルは，高齢ボランティアとして活躍する高齢者が，自身の身体機能，生活機
能を維持，向上させ，介護予防につなげる場になると期待されている。それだけでなく，
介護予防施策では，運動サークルに他の2つの役割を求めている。これまで各自治体は，要
支援，要介護状態になるリスクが高い高齢者を対象とした通所型のサービスをおこない，
その中で運動教室を開催してきた。これらの教室は，運動指導に精通する専門家によって
運営されることが多く（髙戸ら, 2008），教室への参加は，高齢者の身体機能の向上に有効
であると報告されている（鵜川ら, 2015）。一方，運動教室は3ヵ月や6ヵ月など，開催期間
が定められているため，教室修了後に教室と同様のサービスを提供することは困難である。
そこで，複数の自治体では，運動教室修了者の受け皿として運動サークルが活用されてい
る（厚労省, 2012; 重松ら, 2015）。現行の介護予防施策においても，専門家による支援を受
けた高齢者は，運動サークルで継続的に運動を実践し，身体機能の低下抑制に努めるよう
推奨している（厚労省, 2015）。加えて，運動サークルは，運動教室に参加せず専門家によ
る支援を必要としていない高齢者（一般高齢者）にとっても，長期的に参加できる運動実
践の場になるとされている。 
 このように高齢ボランティアが運営する運動サークルは，運動教室修了者の受け皿，教
室修了者以外の一般高齢者にとっての運動実践の場になると期待されている。 
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2．運動を用いた介護予防活動に従事する高齢ボランティアに関する研究 
運動サークルに関する先行研究を概観すると，サークルに参加する高齢者の中でも高齢
ボランティアを対象にした研究が散見される。島貫ら（2005）は，高齢ボランティアとし
て転倒予防活動へ従事することを希望した高齢者と希望しなかった高齢者を比較し，高齢
ボランティアになることを希望した高齢者の特性として，男性，前期高齢者，知的能動性
や健康満足感，生きがい感が高い者であると報告している。Layne et al.（2008）は，高齢
者に対し筋力トレーニングを指導するボランティアを養成し，ボランティアになった中高
年者は，年齢が若く，教育年数が長く，body mass indexと有病率が低かったと報告してい
る。小澤ら（2014b）は，介護予防ボランティア活動に従事する高齢者と運動習慣を持つ高
齢者を比較し，高齢ボランティアの活力年齢は暦年齢よりも有意に低く，運動習慣を持つ
高齢者と同等の活力年齢であったと報告している。このように，高齢ボランティアとして
活動する高齢者は，健康水準の高い者であると考えられる。 
さらに，ボランティアとしての活動が高齢者に与える効果についても報告されている。
河西ら（2007）は，高齢者が7ヵ月間のボランティア活動（転倒予防教室の開催，ミニ・デ
ィサービスの運営および体操指導，ボランティアを対象とした定例会への参加）に従事す
ることで ，timed up and go の測定値が向上し，握力，長座体前屈が維持したと報告して
いる。荒山ら（2009）は，転倒予防活動を3年間おこなった中高年者の身体機能の変化を検
討し，柔軟性が向上し，握力，開眼片足立ち時間が維持したと報告している。三ツ石ら（2013）
は，自治体が開催する運動教室を修了した後，高齢ボランティアとして約1年間活動した高
齢者の身体機能の変化を検討し，5回椅子立ち上がり時間，timed up and go，5 m通常歩行
時間，全身選択反応時間が有意に向上していたと報告している。これらの先行研究が示唆
するように，高齢者が運動を用いた介護予防活動に従事することで，ボランティア自身の
身体機能に好影響が生まれると考えられる。その他にも，高齢ボランティアに生まれる変
化として，健康関連QOLの改善（今井ら, 2008; 2009），生活機能やソーシャルネットワー
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クの低下抑制（島貫ら, 2007），認知機能の向上（三ツ石ら, 2013），日常生活満足度，運動・
体操に関する生活習慣の改善（荒山ら, 2009）が報告されている。高齢ボランティアとして
の活動は，ボランティア自身の健康づくり，介護予防に寄与する可能性がある。 
 
3．高齢ボランティアによる運動指導の効果に関する研究 
 高齢期における運動実践は，運動サークルに所属せずに実践する者よりも，サークルに
所属して実践する者の方が，要介護の発生リスクが低いことが報告されている（Kanamori 
et al., 2012）。Kanamori et al.（2014）は，地域で開催される様々な通いの場を活動内容
で区分し，各活動と要介護の発生リスクの関連を検討している。その結果，運動サークル
へ参加する高齢者は，要介護の発生リスクが最も低いことが示唆された。小澤ら（2014a）
は，高齢ボランティアによる介護予防体操の普及活動と地域の要介護認定状況の関連を検
討し，ボランティアの活動によって軽度の要介護認定者の増加が抑制される可能性を報告
している。運動サークルにおける運動実践は，高齢者の日常生活動作能力の維持につなが
り，介護予防に効果的であると推測される。 
Waters et al.（2011）は，高齢者のpeer leaderによる転倒予防プログラムの効果を検討
し，彼らのもとで12ヵ月間，週1回運動を実践した地域在住高齢者は，functional reach test，
30秒椅子立ち上がりテスト，timed up and goが維持したと報告している。河西ら（2007）
は，高齢ボランティアが主体となって開催する6ヵ月間，週1回の転倒予防教室について検
討し，教室に参加した高齢者は，教室参加から1年後に握力，長座位立ち上り，timed up and 
goが維持していたと報告している。芳賀ら（2003）は，中高年のボランティアによる転倒
予防活動（運動教室の開催（6ヵ月間，2週に1回）および転倒予防に関する啓発活動）の結
果，転倒予防体操ボランティアが介入した地区では，地域在住高齢者の開眼片足立ち時間，
timed up and goが維持していたと報告している。河西ら（2013）は，中高年のボランティ
アがレクリエーションや転倒予防体操を実践する運動教室（6ヵ月間,週1回）を開催した結
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果，彼らの活動地区に在住する高齢者の長座体前屈が有意に向上し，歩行時の最大歩幅が
維持したと報告している。また，高齢ボランティアによる運動指導は，指導を受けた高齢
者の運動習慣の維持（伊藤ら, 2008），体力自己効力感の向上（河西ら, 2013），自覚的身体
機能の低下抑制（後藤ら, 2010）につながると報告されている。 
これらの先行研究から，日本の介護予防施策が推奨するように，教室修了者や一般高齢
者が運動サークルに参加した場合，彼らの身体機能は維持あるいは向上すると推測される。
しかし，高齢ボランティアによる運動指導の効果については，未だ十分な検討がされてい
ないと指摘されている。北村ら（2016）は，運動サークルに関するレビューをおこない，
運動サークルの介護予防効果を学術的な批判に耐えるレベルで検証した報告は少ないと述
べ，今後の課題として，アンケートや身体機能測定を用いた短期的な効果を明らかにする
こと，一定以上の対象者数，長期の縦断研究によって要介護の発生リスク，医療費への効
果を検証することの必要性を述べている。このように，高齢ボランティアによる運動サー
クルの効果については，さらなる検証が求められている。 
 
4．高齢ボランティアによる運動指導の利点および問題点に関する研究 
 一般に，高齢者に対する運動指導は，トレーニングやリハビリテ－ション，運動指導に
関する知識，指導技術を持つ専門家によっておこなわれている（植木ら, 2007; Layne et al., 
2008; 髙戸, 2008; Waters et al., 2011）。彼らが指導する理由としては，トレーニングの質
の維持，安全性の確保，効果的な指導の実施が挙げられている（植木ら, 2006）。しかし，
人的・経済的資源には限りがあるため，専門家が介入できるのは，地域に住む一部の高齢
者に限られてしまう。Layne et al.（2008）は，運動指導の経験がない中高年者をボランテ
ィアとして養成した結果，彼らは専門家と同じ頻度で運動指導に携わるようになり，運動
が普及したと報告している。また，ボランティアが活躍することで，運動の場が安価ある
いは無料で開催され，高齢者にとって経済的に参加しやすい場が生まれる（Modra and 
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Black, 1999; Waters et al., 2011; Stolee et al., 2012）。さらに，同世代のボランティアの声
掛けによって高齢者の行動が変化し，定期的に運動するようになると報告されている
（Modra and Black, 1999）。高齢ボランティアによる高齢者を対象とした運動指導は，長
期的な運動実践の場を増加させると共に，対象者の行動変容を促す可能性がある。 
 一方，スポーツ分野のボランティアについては，運動指導の専門的な知識，技術をどの
ように保障するかが今後の課題になると指摘されている（大山, 2015）。高橋（2001）は，
スポーツ少年団に所属するボランティア指導者の実態調査をおこない，対象者の約4割が，
自分自身の指導技術や運営能力の未熟さを認識していたと報告している。塩谷（2002）は，
中学校，高等学校の運動部に外部指導者として関わるボランティアの指導・運営面の悩み
として，周囲から専門的な技術指導を期待される一方，技能の個人差に対する指導が難し
く，専門的知識が不足していると報告している。これらの先行研究は，学齢期や青年期の
若者に対し競技スポーツを教えるボランティアを対象としているが，介護予防を目的とし
て介入する高齢ボランティアも同様の悩みを持つ可能性がある。北村ら（2016）は，高齢
者に運動指導をする住民ボランティアの養成に際して，住民から「他人を指導した経験が
ないため，他の人に体操を指導することはできない」との声を多く聞くと述べている。李
ら（2008）は，高齢者に対して軽運動や体操などを指導する高齢ボランティア団体の設立
過程を分析し，ボランティアは養成後も活動への戸惑いを持ち，行政の支援（行政の担当
者が指導の見本を見せるなど）が必要になると報告している。このように，高齢ボランテ
ィアの多くは運動指導の未経験者であり，指導に対する不安感や戸惑いを抱く者がいると
推測される。Gillett et al.（1996）は，高齢者に対して健康や運動に関する座学および実技
でのレクチャーをおこない，レクチャーの内容を基に自分自身で有酸素運動をおこなった
者（health and fitness education; ED群）と，専門家がいる場でレクチャーの内容を実践
し，適宜個別指導を受けながら有酸素運動をおこなった者（health and fitness education 
with aerobic training; EX群）の身体機能の変化を比較した。両群は指定された頻度，時間，
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強度に従って4ヵ月間運動したが，専門家の基で実践したEX群の方が最大酸素摂取量，握力
が向上し，効果の大きさに群間差が認められた。Gillett et al.は，専門家不在の中で運動し
たED群は，運動中の強度を過大評価していたと報告しており，運動に精通していない高齢
者は，運動実践の方法を学んでも正しく実践できず，効果が小さくなると指摘している。 
高齢ボランティアは，ボランティア養成に際して運動指導の教育を受けるが，知識や技
術の不足，活動への不安感を抱え，適切な指導ができない可能性がある。従って，彼らの
運動指導においては，ボランティアであっても教えやすく，安全性が確保され，専門家に
よる指導と同程度の効果が確認された運動がおこなわれるべきである。しかし，各自治体
が開催する高齢ボランティア養成，高齢ボランティアが運営する運動サークルでは，ボラ
ンティアにとっての指導のしやすさ，効果の大きさが十分に検討された運動がおこなわれ
ているとは言えない。各自治体が高齢ボランティアを養成し，運動サークルの普及に取り
組む状況の中で，高齢ボランティアであっても専門家と同程度の効果が生まれる指導スキ
ルを保有し得るかを検証することは，急務の課題といえる。 
 
第 4節 スクエアステップ（square-stepping exercise）に関する研究 
 
1．スクエアステップとは 
 スクエアステップは，転倒予防，下肢機能や認知機能の向上を目的として開発されたス
テップ運動であり（図Ⅱ－２），自治体主催の運動教室，ボランティアによる運動サークル
で実践されている（北角ら, 2011; 神藤ら, 2014; 三ツ石ら, 2013）。 
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図Ⅱ－２ スクエアステップ実践時の様子 
 
スクエアステップは，25cm四方の升目を横に4個，縦に10個並べた専用マットを使用し
て実践される。また，「ステップパターン」と呼ばれるステップが196種類あり，これらは，
初級ステップ，中級ステップ，上級ステップと難易度順にテキストに掲載されている。実
践者は，テキストに掲載されたステップパターンを覚え，そのステップをマット上で実践
する。ステップパターンの中には「基本ステップ」と呼ばれる8種類のステップが存在し，
実践時にはウォーミング・アップとして基本ステップから実践する（図Ⅱ－３）。さらに，
スクエアステップには，安全に実践するため，効果を大きくするために定められた5つの約
束事がある（図Ⅱ－４）。指導者はこれらのルールを被指導者に説明し，実践できているか
確認することが求められている。 
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図Ⅱ－３ 基本ステップ 
 
 
図Ⅱ－４ 5つの約束事 
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 スクエアステップの指導をおこなうためには，指導者資格を取得することが求められる。
資格は，「スクエアステップ・リーダー」，「スクエアステップ指導員」，「スクエアステップ
公認養成員」の3種類あり（図Ⅱ－５），このうちスクエアステップ・リーダーは，介護予
防を目的として無償で運動指導をおこなうボランティア資格である。本資格は，住民ボラ
ンティアの養成，運動サークルの普及に取り組む日本の介護予防施策を鑑みて制定された。 
 
図Ⅱ－５ スクエアステップの指導者資格 
 
 
スクエアステップ・リーダーの資格を得るには，自治体が主催する「スクエアステップ・
リーダー養成講習会」を修了する必要がある。本講習会は，全5回（全10時間）開催され，
スクエアステップや準備・整理運動などの指導方法に関する実技レクチャー，スクエアス
テップの効果や体調チェック，効果的な運動実践の方法に関する講義などがおこなわれる。
また，参加者には，講習会の内容をまとめたテキストが配布される。これまで，宮城県，
茨城県，神奈川県，三重県，長崎県など複数の自治体で講習会が開催され，2,603名のリー
ダーが養成された（平成29年6月30日現在）。 
 
2．スクエアステップの実践が高齢者の身体機能に与える影響 
 Shigematsu and Okura（2006）は，スクエアステップを6ヵ月間，週1回実践した中高
年者と実践していない者の下肢機能の変化を比較し，スクエアステップを実践した者の俊
敏性，下肢筋力，歩行能力，柔軟性，バランス能力が改善したと報告している。Shigematsu 
et al.（2008）は，無作為化比較試験により，スクエアステップを3ヵ月間，週2回実践した
資格名 特徴 資格認定の要件
スクエアステップ・リーダー 無償で指導をおこなう
自治体が主催する「リーダー養成講習会」（10時間の講習会）
を修了すること
スクエアステップ指導員
スクエアステップ協会が主催する「指導員資格認定講習会」
（1日の講習会）を修了すること
スクエアステップ協会公認養成員
スクエアステップ協会の理事からの指名があり，
スクエアステップの指導を100日（回）以上おこなった者
有償・無償で指導をおこなう
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高齢者と，筋力，バランス能力トレーニングをおこなった高齢者の下肢機能を比較してい
る。その結果，両群の下肢筋力，バランス能力，俊敏性，歩行能力，柔軟性が改善し，下
肢機能への効果が同程度であったと報告している。大藏ら（2010）は，スクエアステップ
を主運動とする運動教室（全11回，週1回）に参加した高齢者と，健康講話（全4回，月1回）
への参加および自主的に運動をおこなった高齢者の身体機能を比較し，教室に参加した高
齢者の下肢筋力，巧緻性，反応性が改善したと報告している。角田ら（2011）もまた，ス
クエアステップの運動教室の効果を報告し，全11回，週1回のスクエアステップ実践によっ
て，高齢者の下肢筋力，巧緻性，反応性が改善すると示唆している。Nokham and Kitisri
（2017）は，スクエアステップの効果に関するシステマティックレビューをおこない，ス
クエアステップの実践によりberg balance scale（バランス能力の評価尺度）の得点が大き
く改善すると報告し，スクエアステップは高齢者のバランス能力を向上させると結論付け
ている。 
スクエアステップの効果検証は国内外で実施されており，これら複数の研究結果から，
高齢者における身体機能の改善，特に下肢機能への効果が明らかになっている。 
 
3．ボランティアによるスクエアステップ指導に関する研究 
 スクエアステップには，安全性の確保や効果を引き出すために作られたルール（5つの約
束事，基本ステップの実践）があり，実践時にはこれらを守ることが義務付けられている。
指導者はルールを被指導者に説明，実演すると共に，彼らが実行できているか確認し，必
要に応じて個別に指導することが求められる。そのため，スクエアステップ・リーダーの
養成時には，ルールの説明やステップパターンの教示方法の研修が繰り返しおこなわれて
いる。重松ら（2013）は，運動サークルを運営するスクエアステップ・リーダー（128名）
を対象に，彼らが養成時に学んだ指導方法（安全確保の方法，パターン教示の方法，でき
なかった参加者への声掛けの方法）をどの程度守って指導しているか調査した。その結果，
第Ⅱ章 文献研究 
24 
リーダーは，講習会で学んだ指導方法の半分以上（66％から67％）を守っていると自己評
価していることが明らかになった。さらに重松らは，対象者が運営する運動サークルに出
向き，リーダーの指導を観察して遵守の程度を検討している。その結果，リーダーはおお
むね安全かつ適切にスクエアステップを指導し，ステップを上手く踏めない参加者に対し
ても分かりやすく指導していたと報告している。スクエアステップは，実践時の注意点が
明確に示されているため，ボランティアも指導のポイントを把握しやすく，指導の質を保
障できる可能性がある。スクエアステップを主運動とする運動指導の効果は，専門家によ
る効果とボランティアによる効果とで差が生まれにくいと推測されるが，この点は未だ検
討されていない。 
 以上の先行研究が示すように，スクエアステップは，下肢機能への効果が報告された運
動であり，ボランティアであっても指導の質を保ちやすく，指導効果は専門家による効果
と同程度である可能性がある。従って，本研究では，スクエアステップを主運動とする運
動サークルに着目することとした。 
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第Ⅲ章 検討手順 
 
第 1節 検討課題の設定 
 
本研究では，高齢ボランティアが運営するスクエアステップを主運動とした運動サーク
ルに焦点を当て，女性高齢者の下肢機能を維持，向上させる活動として有効であるか検討
する。当該目的を遂行するために，本研究では2つの研究課題を設定した（図Ⅲ－１）。 
 
 
図Ⅲ－１ 本博士論文のフローチャート 
 
研究課題 1：高齢ボランティアによるスクエアステップの指導と専門家によるスクエアステ
ップの指導の下肢機能への効果の比較 
 運動サークルでは，高齢ボランティアによる運動指導がおこなわれているが，ボランテ
ィアの中には指導に関する知識や技術の不足（高橋, 2001; 塩谷, 2002），指導への抵抗感や
不安感を抱く者がいる（李ら, 2008; 北村, 2016）。また，高齢者は運動の実践方法を学んで
スクエアステップを主運動とした運動サークルへの参加が，
一般高齢者の下肢機能に与える影響
スクエアステップを主運動とした運動サークルへの参加が，
運動教室修了者の下肢機能に与える影響
課題2-2
課題2-1
高齢ボランティアによるスクエアステップの指導と
専門家によるスクエアステップの指導の下肢機能への効果の比較
【研究課題１】
高齢ボランティアが運営するスクエアステップを主運動とした
運動サークルへの参加が，高齢者の下肢機能に与える影響
【研究課題２】
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も正しく実践できず，専門家の指導を受けて実践する者よりも身体機能への効果が小さく
なる可能性がある（Gillett et al., 1996）。運動指導をおこなうボランティアについては，専
門的な知識・技術をどのように保障するかが課題とされており（大山, 2015），運動サーク
ルでは，運動指導の専門家ではない高齢ボランティアであっても，専門家による指導と同
程度の効果が確認された運動が実践される必要がある。そのような運動の 1 つとしてスク
エアステップは，ボランティアであっても安全かつ適切に指導でき，指導の質を保障しや
すいことが示唆されている（重松ら, 2013）。そのため，高齢ボランティアによるスクエア
ステップの指導によって，専門家による指導と変わらぬ効果が生まれる可能性があるが，
この点は十分に検討されていない。そこで本研究課題では，高齢ボランティアによるスク
エアステップ指導と専門家によるスクエアステップ指導の下肢機能への効果を比較検討し，
運動サークルにおけるスクエアステップの適用可能性を明らかにする。 
 
研究課題 2－1：スクエアステップを主運動とした運動サークルへの参加が，運動教室修了
者の下肢機能に与える影響 
 運動サークルは，自治体主催の運動教室を修了した高齢者の受け皿になると期待されて
おり（厚労省, 2015），受け皿を設けるためにボランティアを養成している自治体もある（重
松ら, 2015）。しかしこれまで，教室修了者が運動サークルにおいて運動を継続実践するこ
とで，身体機能が維持するか否かを明らかにした研究は，筆者の知る限り存在しない。い
くつかの自治体では，スクエアステップを主運動とした運動教室を開催し，高齢ボランテ
ィアが運営するスクエアステップの運動サークルを修了者の受け皿としている（北角ら, 
2011; 重松ら, 2011）。しかし，こうした事例においても，サークルへの参加が教室修了者
の下肢機能にどのような影響を与えているか明らかになっていない。そこで本研究課題で
は，運動サークルへの参加が，運動教室修了者の下肢機能に与える影響を検討する。これ
まで十分に明らかにされなかった，運動サークルの受け皿としての有効性を客観的なデー
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タを用いて示していきたい。 
 
研究課題2－2：スクエアステップを主運動とした運動サークルへの参加が，一般高齢者の
下肢機能に与える影響 
運動サークルは，教室修了者だけでなく，他の地域在住高齢者（一般高齢者）が，身体
機能を維持・向上させる場として有効に機能すると期待されている。しかし，運動サーク
ルの効果については研究が不足していると指摘されており（北村ら, 2016），さらなる効果
検証が求められている。高齢ボランティアによる運動指導によって，指導を受けた高齢者
の身体機能は維持すると報告されているが（河西ら, 2007; Waters et al., 2011），対照群の
設定方法や身体機能の測定内容などに限界がある。スクエアステップを主運動とする運動
サークルについても，地域在住高齢者が参加し，高齢ボランティアの指導を受けることで
どのような効果が生じるか十分に明らかになっていない。そこで本研究課題では，運動サ
ークルへの参加が，運動教室への参加経験がない一般高齢者の下肢機能に与える影響を明
らかにする。これにより，運動サークルに期待される 2 つ目の役割，すなわち「専門家の
指導を受けていない一般高齢者が運動を継続実践する場」としての有効性を検討し，運動
サークルのさらなる普及あるいは改善につなげたい。 
 
第 2節 調査をおこなった地域（茨城県笠間市）の特性 
 
 本博士論文の全ての課題は，茨城県笠間市の地域在住高齢者を対象にデータを収集した。
従って，各課題の結果は，この標本抽出の範囲で得られたものであり，地域の特性が影響
している可能性がある。そのため，調査フィールドである茨城県笠間市の特性を下記に示
していく。 
 笠間市は，都心から87km離れた茨城県の中心部に位置する自治体である。市の人口は
第Ⅲ章 検討手順 
28 
75,700人（2017年8月1日現在），高齢者率は28.4％（2016年10月1日現在）と県の高齢化率
（25.8％）を上回り，少子高齢化，人口減少が懸念されている（笠間市, 2016; 2017; 内閣
府, 2016）。市の総面積は240.40km2，このうち6割が耕地面積および林野面積であり，農業
が盛んな農村地域である（農林水産省, 2015）。笠間市の主な生産物は，梅や栗，花木など
であり，65歳以上の就業者は農林漁業に従事する者が最も多い（総務省, 2015）。また，2012
年には「健康都市かさま宣言」が告示され，笠間市の市民，市内の団体，行政が連携し，
健康な生活を送ることができる安心，安全が確立された「健康都市かさま」の構築を宣言
している（笠間市, 2012）。市内では自治体による健康イベントが開催される他，地域支援
事業の中では，スクエアステップやシルバーリハビリ体操などの運動指導に従事する高齢
ボランティアの養成がおこなわれている。 
 
第 3節 研究の限界 
 
1．標本抽出に伴う限界 
 本研究の対象者は，運動教室や体力測定会の会場と自宅を行き来できる身体機能を有す
ると共に，運動実践や体力測定会への参加の意思を持つ者であったため，身体機能の水準
や健康に対する意識が高い者であった可能性がある。この点は，標本抽出に伴う限界であ
り，今後は虚弱高齢者など身体機能水準の低い者を含めた検討が求められる。 
 
2．調査をおこなった地域（茨城県笠間市）の特性に伴う限界 
先述の通り，本博士論文の対象者は，茨城県笠間市に在住する高齢者であった。各課題
の結果は笠間市の地域特性や住民のライフスタイルの影響を受けている可能性があり，一
般化に向けて都市部など他の地域での検討が求められる。 
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3．研究デザインに伴う限界 
 本研究の対象者のうち，研究課題1，2の介入群は運動サークルに所属している高齢者，
研究課題1の対照群は笠間市が主催する運動教室に参加した者，研究課題2の対照群は体力
測定会に参加した者であった。運動サークルや運動教室，体力測定会は，笠間市の介護予
防施策の一環として包括支援センター主催あるいは後援のもと開催されている。そのため，
倫理的観点から対象者の行動を制限する，あるいは強制することは困難であり，各課題の
結果は，無作為化比較試験によって得られたものではない。今後は無作為化による効果検
証が必要である。 
 
4．定義に伴う限界 
 本研究では，「第Ⅰ章 第 3 節 用語の定義」に示したとおり，使用する用語を定義した。
本博士論文で得られた知見は，この定義の範囲内で得られたものである。 
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第Ⅳ章 方法 
 
第 1節 調査項目 
 
1．基本属性 
 対象者の基本属性として，年齢，性，教育年数，身長，体重，body mass index（kg/m2）
を調査した。また，研究課題1，2の介入群の対象者に対しては，スクエアステップ・サー
クルに入会した年月を調査した。 
 
2．下肢機能 
 下肢機能の評価項目として，下記の5つの測定を実施した。尚，全身選択反応時間の測定
は，研究課題2のみ実施した。 
 
（１）開眼片足立ち時間（バランス能力） 
 両手を腰に当てた状態で片足を床から離し，できる限り長く立ち続けるよう教示した。
計測は足を床から離した時点からバランスが崩れた時点とし，最大値は60秒とした。左右
の脚を問わず2回実施させ，0.01秒単位の計測で最良値を記録とした。 
 
（２）5回椅子立ち上がり時間（下肢筋力） 
背もたれのついた椅子に浅く腰掛け，両腕を胸の前で交差するよう教示した。測定者の
合図と共に椅子から立ち上がり，直立姿勢をとった後，再び椅子に腰掛ける動作を可能な
限り素早く5回繰り返させた。合図をしてから5回目の直立姿勢をとるまでの時間を0.01秒
単位で2回計測し，最良値を記録とした。 
 
第Ⅳ章 方法 
31 
（３）timed up and go（起居移動動作能力） 
椅子に浅く腰掛け両手を膝の上に置いた状態から，測定者の合図と共に立ち上がり，3 m
前方にあるコーンを歩いて回り，再度椅子に腰かけるまでの動作を可能な限り素早くおこ
なうよう教示した。尚，安全に実施するために走らないよう留意させ，走ってしまった場
合は再測定をおこなった。0.01秒単位で2回計測し，最良値を記録とした。 
 
（４）5 m通常歩行時間（歩行能力） 
 11mの歩行路を日常生活での歩行と同じ速度で歩くよう指示した。歩行路の3 m地点から
8m地点までの歩行時間を0.01秒単位で2回計測し，最良値を記録とした。 
 
（５）全身選択反応時間（反応性） 
上下左右の4ヵ所にランプが設置された機械を使用し，点灯したランプと同じ方向のマッ
トに片足ずつ可能な限り早く移動するよう教示した。1ミリ秒単位で8回（4方向×2回）計測
し，平均値を記録とした。 
 
第 2節 本研究で着目した茨城県笠間市の地域支援事業 
本研究では目的の達成に向けて，茨城県笠間市で開催されるスクエアステップ・サーク
ルやスクエアステップ教室，地域在住高齢者を対象とした体力測定会において，上述の下
肢機能の測定をおこなった。これらは笠間市の地域支援事業の一環として開催されており
（Okura et al., 2017），詳細を以下に示していく。 
 
1．スクエアステップ・サークル 
スクエアステップ・サークルとは，笠間市近郊に在住する中高年者を対象として開催さ
れる，スクエアステップの実践を主目的とした運動サークルである（図Ⅳ－１）。茨城県笠
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間市では，2009年9月より包括支援センター主催の「スクエアステップ・リーダー養成講習
会」がおこなわれており，サークルは，講習会を修了しスクエアステップ・リーダーの認
定を受けた高齢ボランティアによって運営されている。市内には，2017年5月1日現在，35
のサークルが存在し，763名の中高齢者（高齢ボランティア204名，非高齢ボランティア559
名）が在籍している。 
 
 
図Ⅳ－１ スクエアステップ・サークルの様子 
 
スクエアステップ・リーダー養成講習会では，スクエアステップや準備・整理運動など
の運動指導に関する実技レクチャー，ロールプレイングによる運動指導の練習，体調チェ
ックに関する講義がおこなわれている。また，理想とする運動サークルについてのグルー
プディスカッション，市内で活動している高齢ボランティアの体験（サークル設立の流れ，
ボランティアの活動内容）を聴く機会が設けられており，受講者同士，受講者と先輩ボラ
ンティアの交流を促している。講習会を修了した者の多くは，既に所属している運動サー
クルにおいてスクエアステップの指導に従事し，新たなサークルを設立する者も一部いる。
笠間市で活動する高齢ボランティアは，活動に関する情報共有や他のボランティアの手助
けを積極的におこなう者が多く，講習会を修了した直後のボランティアに対しても経験豊
富なボランティアによる支援がおこなわれている。具体的には，サークル運営や運動指導
への助言，運動サークル設立に必要な物品の貸し出しやボランティアの派遣などがおこな
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われている。 
サークルは保健センター，公民館，体育館，交流センターで開催され，活動頻度は月2～
4回，1回の活動時間は90分～120分である。サークルでおこなわれる運動プログラムは高齢
ボランティアが計画し，スクエアステップ，準備運動，レクリエーション，整理運動から
構成される。 
 
2．スクエアステップ教室 
笠間市では，2008年5月より，スクエアステップを主運動とした運動教室がおこなわれて
いる。本教室は市が開催する通所型の介護予防サービスであり，転倒予防，下肢機能や認
知機能の維持・向上を目的としている。教室は，保健師，作業療法士，健康運動指導士，
リハビリテーションや運動に精通する研究者，体育学を専攻する大学院生が運営している。
教室は全11回（うち2回は教室前後の調査），週1回おこなわれ，時間は120分であった。教
室の内容は，スクエアステップを主運動とした90分の「運動プログラム」と30分の「健康
講話」から構成され，運動プログラムではスクエアステップの他，整理運動，レクリエー
ション，準備運動がおこなわれている。教室の構成，毎回の運動プログラムは教室運営に
携わる全てのスタッフで検討して実施した。教室の最終回には高齢ボランティアを招き，
ボランティアがスクエアステップ・サークルを紹介した。また，サークルの活動場所，活
動日時，高齢ボランティアの連絡先を記したチラシを配布し，サークルへの参加を促した。 
 
3．体力測定会 
笠間市では，地域支援事業の一環として，市内に在住する高齢者を対象とした体力測定
会を実施している。体力測定会は対象者によって2種類に大別され，1種類はスクエアステ
ップ・サークルに参加する高齢者を対象とした測定会，もう1種類はサークルに参加してい
ない地域在住高齢者を対象とした測定会である。 
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スクエアステップ・サークルの参加者（高齢ボランティアおよび非ボランティア）に対
しては，2010年から体力測定会を実施している。本測定会は，毎年5月～7月の間におこな
われ，会場は市内の保健センター，公民館，体育館であった。参加者は，筑波大学大藏研
究室，笠間市包括支援センターが作成したチラシをサークルに配布して募集した。 
サークルに参加しない地域在住高齢者を対象とした体力測定会は，2009年より開催され
ている。測定会は毎年7月～8月に保健センターで実施した。参加者は，笠間市の住民基本
台帳より系統的に抽出された65歳～85歳の住民である。 
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第Ⅵ章 
 
研究課題 2－1：スクエアステップを主運動とした運動サークルへの参加が，運動教室修了
者の下肢機能に与える影響 
 
第 1節 緒言 
 
各自治体が開催する運動教室は，運動指導に精通する専門家によって運営されることが
多く（髙戸ら, 2008），教室参加者の身体機能の維持，向上に有効であることが報告されて
いる（清野ら, 2008; 滝本ら, 2009; 渡邊ら, 2013; 鵜川ら, 2015）。しかし，人的，経済的資
源には限界があることから，教室は短期介入型で実施され，継続的な支援の提供は困難で
あった。自治体の中には，教室を開催すると共に運動指導をおこなう高齢ボランティアを
養成し，ボランティアが開催する運動サークルを教室修了者の受け皿にしている（重松ら, 
2015）。介護予防施策においても，教室修了者は運動サークルへ参加し，身体機能の低下抑
制に努めるよう推奨されている（厚労省, 2015）。受け皿を設けることで教室修了者は運動
を継続でき，身体機能が維持または向上する可能性がある。しかし，この点を明らかにし
た研究は筆者の知る限り見当たらない。 
スクエアステップは，日本各地の運動教室および運動サークルで実践されており，いく
つかの自治体では，教室修了者の受け皿として高齢ボランティアが運営するスクエアステ
ップのサークルを活用している（北角ら, 2011; 重松ら, 2011）。しかし，こうした例におい
ても，サークルが受け皿として機能した場合，教室修了者の身体機能にどのような変化が
生じるか検討されていない。そこで本研究では，教室修了者がスクエアステップを主運動
とする運動サークルへ参加することで得られる下肢機能への効果を明らかにすることを目
的とした。 
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第 2節 方法 
 
1．対象者および割り付け方法 
図Ⅵ－１に対象者の選定手順を示した。我々は 2008～2014 年の間に茨城県笠間市におい
てスクエアステップ教室を開催し，教室修了後の受け皿として高齢ボランティアによるス
クエアステップ・サークルを設置した。教室，サークルの内容は，課題Ⅰと同様である。
教室からサークルへの移行は，各参加者の自由意思に任せ，教室修了後のサークルに関す
る問い合わせは，高齢ボランティア，市の保健師が対応した。本課題の調査開始時点（2008
年）のサークル数は 1 サークル，高齢ボランティア数は 4 名，調査終了時点（2014 年）で
のサークル数は 21 サークル，高齢ボランティア数は 112 名であった。本課題では，教室前
後調査および追跡調査（笠間市で開催した体力測定会）を完了した地域在住高齢者 105 名
のうち，図Ⅵ－１に示した除外基準に該当する 46 名を分析対象者から除いた。さらに，残
りの 59 名のうち男性高齢者は 12 名と少数であったため除外し，女性高齢者 47 名を最終的
な分析対象者とした。このうち教室修了後にスクエアステップ・サークルに移行した者は
28 名（移行群，70.6±3.5 歳），移行しなかった者は 19 名（非移行群，72.1±5.1 歳）であ
った。 
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図Ⅵ－１ 分析対象者の選定手順 
 
 
2．測定項目 
下肢機能は，課題Ⅰで用いた 4 つの項目の他，全身選択反応時間を用いて評価した。対
象者の基本属性として，年齢，性，教育年数，身長，体重，body mass index，スクエアス
テップ以外の運動実践状況を調査した。本課題では，移行群の各対象者が，追跡期間中に 1
ヵ月あたり平均何回サークルに出席したか調査するため，高齢ボランティアへのインタビ
ューを実施した。インタビューは，各対象者が参加しているサークルの高齢ボランティア 2
～3 名に対し，個別に実施した。インタビューの結果，高齢ボランティア間で回答に違いが
ないことを確認した。 
 
3．統計解析 
群間の基本属性，教室後調査における下肢機能の比較には，t 検定，χ2 検定，Fisher
の正確確率検定を用いた。教室修了者のサークルへの参加が下肢機能に及ぼす影響を検討
スクエアステップ教室への参加を希望した高齢者 328名
教室前後調査を完了した参加者 211名
教室修了日から2年以内に
追跡調査に参加した者 105名
スクエアステップ・サークル移行者 32名 スクエアステップ・サークル非移行者 27名
除外者 35名
・データ欠損者 3名
・教室参加前または参加中に
サークルに加入した者 20名
・リーダー不在のもとサークルを
立ち上げて活動した者 12名
除外者 11名
・データ欠損者 7名
・追跡調査の受診前に
複数の教室に参加した者 1名
・教室修了から追跡調査までの
期間が3ヵ月未満の者 3名
除外者 4名
・男性 4 名
移行群 28名
除外者 8名
・男性 8 名
非移行群 19名
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するために，群（移行群，非移行群）×時間（教室後，追跡調査）の 2 要因分散分析およ
び群間で有意差が認められた基本属性（body mass index）を共変量に投入した 2 要因共分
散分析をおこなった。多重比較検定には Bonferroni 法を用いた。さらに，群×時間（交互
作用）の効果量，時間による主効果の効果量を示すため，η2を算出した。統計解析には IBM 
SPSS Statistics 21 for Windows を用い，危険率は 5%とした。 
 
4．倫理的配慮 
 本研究は，筑波大学大学院人間総合科学研究科における研究倫理審査委員会の承認を受
けて実施した（課題番号：体 21-25 号，体 26-132 号，体 29-43 号）。対象者には，本研究
の目的，方法，個人情報の取り扱いについて説明し，同意した者のデータのみを用いた。 
 
第 3節 結果 
 
1．対象者の特徴 
 表Ⅵ－１に対象者の基本属性，教室後調査時の下肢機能を示した。非移行群は移行群に
比して body mass index が有意に高く（P = 0.040），5 m 通常歩行時間，全身選択反応時間
の値が有意に遅かった（P < 0.05）。教室修了後にスクエアステップ以外の運動をおこなっ
ていた者の割合は移行群 71%（20 名），非移行群 63%（12 名）であり，群間に有意な差を
認めなかった（P = 0.551）。移行群は教室修了後約 1 ヵ月以内（0.8±0.5 ヵ月）にサークル
へ加入し，追跡調査までに約 11 ヵ月間（10.5±4.4 ヵ月間）サークルに参加していた。サ
ークルへの出席状況は 3.5±0.7 回／月であった。 
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表Ⅵ －１ 移行群，非移行群の基本属性および下肢機能 
 
 
 
2．移行群，非移行群の下肢機能の変化 
 表Ⅵ－２に教室後，追跡調査時における群ごとの各身体パフォーマンステストの結果を
示した。2 要因分散分析の結果，timed up and go において有意な交互作用が認められ（P = 
0.003），移行群の測定値は，教室後から追跡調査において有意に短縮していたが（P = 0.007），
非移行群は，有意な変化が認められなかった（P = 0.077）。その他 4 つのパフォーマンステ
ストにおいては，有意な交互作用および時間による主効果が認められなかった。これらの
結果は，body mass index を共変量とする 2 要因共分散分析の結果と同様であった。timed 
up and go における群×時間（交互作用）の効果量は小さな値（η2= 0.052）であり，共変
量を投入した場合も小さかった（η2= 0.037）。 
 
 
    Mean ± SD     Mean ± SD
年齢， 歳 70.6 ± 3.5 72.1 ± 5.1 0.261
身長， cm 150.5 ± 5.2 149.4 ± 4.8 0.475
体重， kg 51.5 ± 6.3 54.1 ± 6.4 0.186
Body mass index， kg/m2 22.8 ± 2.3 24.2 ± 2.0 0.040
教育年数， 年 11.3 ± 1.8 11.4 ± 1.7 0.823
教室出席率，％ 92.6 ± 11.8 93.2 ± 8.8 0.863
追跡期間，月 11.6 ± 4.7 10.1 ± 7.4 0.451
開眼片足立ち時間， 秒 49.9 ± 18.2 39.5 ± 20.6 0.076
5 回椅子立ち上がり時間 ， 秒 6.7 ± 1.2 7.3 ± 1.2 0.092
Timed up and go， 秒 5.5 ± 0.7 6.2 ± 1.6 0.104
5 m通常歩行時間， 秒 3.3 ± 0.5 3.7 ± 0.6 0.007
全身選択反応時間， ミリ秒 952 ± 86 1050 ± 138 0.010
SD: standard deviation
移行群　（n = 28） 非移行群　（n = 19）
P 値
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表Ⅵ－２ 移行群，非移行群における各身体パフォーマンステストの経時的変化 
 
 
移行群 28 49.9 ± 18.2 43.0 ± 21.3
非移行群 19 39.5 ± 20.6 35.2 ± 21.0
移行群 28 6.7 ± 1.2 6.6 ± 1.5
非移行群 19 7.3 ± 1.2 7.2 ± 1.9
移行群 28 5.5 ± 0.7 5.2 ± 0.6
非移行群 19 6.2 ± 1.6 6.4 ± 1.6
移行群 28 3.3 ± 0.5 3.3 ± 0.6
非移行群 19 3.7 ± 0.6 3.7 ± 0.6
移行群 28 952 ± 86 957 ± 81
非移行群 19 1050 ± 138 1027 ± 133
SD: standard deviation
†body mass indexを共変量とした2要因共分散分析による値を括弧内に示す
η 2=要因の平方和／全体の平方和
交互作用
P値
(P値)†
時間による
主効果
P値
(P値)†
群×時間
（交互作用）の
効果量η 2
（η 2）†
    Mean± SD
教室後調査 追跡調査
全身選択反応時間， ミリ秒
0.238
(0.569)
0.430
(0.754)
0.763
(0.824)
0.689
(0.868)
Timed up and go， 秒
0.007
(0.013)0.003
(0.008) 0.077
(0.129)
時間による
主効果の
効果量η 2
（η 2）†
0.003
(0.001)
5 m通常歩行時間， 秒
0.976
(0.933)
0.810
(0.695)
開眼片足立ち時間， 秒
0.653
(0.447)
0.051
(0.363)
5 回椅子立ち上がり時間 ， 秒
時間による
単純主効果
P値
(P値)†
n     Mean± SD
0.003
(0.012)
0.052
(0.037)
0.000
(0.000)
0.008
(0.093)
0.067
(0.017)
0.001
(0.002)
0.006
(0.002)
0.002
(0.001)
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第 4節 考察 
  
本課題は，高齢ボランティアによって運営されるスクエアステップ・サークルへの約 1
年間の参加が，教室を修了した女性高齢者の下肢機能に与える影響を検討した。その結果，
移行群において timed up and go を用いて評価した起居移動動作能力に向上が見られた。ス
クエアステップは，マットの升目の上を前後，左右，斜め方向へ連続移動する運動である
ため，実践時には多様な方向に重心を移動させ，動きを制御しなくてはいけない。timed up 
and go は，椅子からの起立，歩行，方向転換，椅子への着座といった一連の動作の速度を
測定するパフォーマンステストであり，動的バランスや歩行を含む起居移動動作に関わる
身体機能を評価する項目とされている（Podsiadlo et al., 1991）。移行群は，複雑な重心移
動が求められるスクエアステップを教室修了後にも継続実践したため，timed up and go の
測定値が有意に短縮したと考えられる。 
本課題では，高齢ボランティアの運動指導によって教室修了者の下肢機能に維持，向上
が認められた。河西ら（2007）や Waters et al.（2011）は，運動指導の教育を受けた高齢
者が地域の高齢者に運動介入をした結果，対象者の身体機能が介入開始から 1 年後も維持
していたと報告している。本課題は，これらの先行研究を支持する結果であると共に，先
行研究と異なり，起居移動動作能力の向上効果も示唆された。スクエアステップは教授す
べき内容が明確に定められているため，高齢ボランティアであっても対象者に効果的な運
動指導を提供でき，身体パフォーマンスが維持，向上した可能性がある。数年間の継続的
なサークル参加の効果を最大限引き出すため，この点を意図した定期的な「スキルアップ
研修会」の開催や，高齢ボランティアが専門家に個別相談できるような支援体制を整える
ことが重要だと考えられる。 
本課題にはいくつかの限界がある。まず，本課題の対象者はドロップアウトすることな
く教室に参加でき，追跡調査にも足を運ぶことができる者であった。対象者は健康への意
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識が高く，下肢機能を維持できている者に偏った可能性がある。今後は，より支援が必要
な虚弱高齢者においても同様の検討をおこない，本課題と同じ結果が得られるか明らかに
する必要がある。次に，本課題では対象者の身体活動量を十分に調査できていないため，
結果にはスクエアステップ・サークル以外の活動の効果が含まれている可能性がある。今
後は，三軸加速度計などを用いて追跡期間中の対象者の身体活動量を明らかにし，これを
考慮した上でサークル参加の効果を検討する必要がある。最後に，今回はスクエアステッ
プを主運動とする教室，サークルに着目したため，他の運動種目においても同じ結果が得
られるか検討することが今後の課題である。 
 
第 5節 要約 
 
本課題は，スクエアステップを主運動とする運動サークルへの参加が，運動教室修了者
の下肢機能に与える影響を検討した。その結果，高齢ボランティアによる指導のもと継続
的にスクエアステップを実践することで，教室を修了した女性高齢者の起居移動動作能力
は向上することが示され，運動サークルは教室修了者の受け皿として有効に機能すること
が示唆された。介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン（厚労省, 2015）では，支援
が必要な高齢者への対応として，専門家によるサービスを提供しつつ住民主体の活動へ促
すことで，運動の習慣化，身体機能の維持を図ることが示されている。本課題は，こうし
た我が国の施策を後押しする知見になり得るだろう。 
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第Ⅶ章 
 
研究課題 2－2：スクエアステップを主運動とした運動サークルへの参加が，一般高齢者の
下肢機能に与える影響 
 
第 1節 緒言 
 
 これまでの検討課題を経て，高齢ボランティアが運営する運動サークルは，教室修了者
の受け皿として効果的であることを明らかにしてきた。しかし，運動サークルは，教室修
了者の受け皿としてだけでなく，教室へ参加していない高齢者（一般高齢者）の運動実践
の場としても有効に機能することが求められている。運動サークルに関する先行研究では，
高齢ボランティアの運動指導が被指導者の身体機能に与える影響を検討した報告もあるが
（河西ら, 2007; Waters et al., 2011），身体機能の測定項目が不十分である点，高齢ボラン
ティアをコントロール群として設定している点などの限界があり，指導効果が十分に検討
されているとはいえない。北村ら（2016）は，運動サークルに関するレビューをおこない，
サークル参加による身体機能への効果検証を今後の課題として挙げている。現在，スクエ
アステップを主運動とした運動サークルは複数の市町村で開催され普及が進んでいるが，
こうしたサークルへの参加が，一般高齢者の下肢機能に与える効果は検討されていない。
そこで本課題では，一般高齢者が高齢ボランティアによるスクエアステップを主運動とす
る運動サークルへ参加することで得られる下肢機能への効果を明らかにすることを目的と
した。 
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第 2節 方法 
 
1．対象者および割り付け方法 
我々は，2009 年から 2015 年まで年に 1 回，茨城県笠間市において活動するスクエアス
テップ・サークルの参加者を対象とした体力測定会を実施した。本課題では，測定会に参
加した者のうち，スクエアステップ・サークルに入会後 3 ヵ月以内に測定会に参加し，且
つ翌年にも参加した 62 名から，図Ⅶ－１に示した除外基準に該当する 32 名を除外した 30
名を参加群（介入群）とした。一方，対照として位置づけられる不参加群は，笠間市に在
住する高齢者（スクエアステップ・サークルに参加していない高齢者）を対象に実施した
体力測定会への参加者とした。本課題では，2009 年から 2015 年に年 1 回開催された測定
会に参加した高齢者のうち，2 年連続して測定会に参加した 361 名の中から，図Ⅶ－１に示
した除外基準に該当する 214 名を除外した 147 名を不参加群とした。 
 本課題の対象者が参加した体力測定会については，「第Ⅳ章 第２節 3．体力測定会」
を参照されたい。参加群の対象者が参加したサークルの内容は，課題１と同様であったが，
本課題ではサークルの活動頻度，活動時間を調査できなかったため，頻度は月 2～4 回，時
間は 90～120 分と対象者によって違いがあった可能性がある。 
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図Ⅶ－１ 分析対象者の選定手順 
 
2．測定項目 
 下肢機能は，課題 2－1 と同様，5 つの身体パフォーマンステストを用いて評価した。 
 
3．対象者のマッチング 
前述の参加群（30 名），不参加群（147 名）の分析対象者について，ベースラインにおけ
る特徴を比較した結果，基本属性，下肢機能，追跡期間に有意差が認められた（表Ⅶ－１）。
高齢者においては，年齢，身体機能水準が加齢や運動実践に伴う身体機能の変化に影響を
与えると報告されている（Seeman et al., 1994; Onder et al., 2002; Solberg et al., 2013）。
そのため本課題では，課題１と同様の方法を用い，ベースラインにおける 5 項目のパフォ
ーマンステストの測定値から，各対象者の下肢機能を評価し，対象者のマッチングをおこ
なった。 
 
 
スクエアステップ・サークル所属者のうち、2009年～
2015年に開催した体力測定会に、サークル入会後
3ヵ月以内に参加し、且つ翌年も参加した者 62名
笠間市在住の高齢者のうち、2009～2015年に開催
した体力測定会に2年連続して参加した者 361名
除外 （214名）
・運動教室に参加し
スクエアステップを実践した者 55名
・体力測定を実施できなかった者 2名
・男性高齢者 157名
除外 （32名）
・体力測定を実施できなかった者 2名
・高齢ボランティアとしてサークルで
活動した者 6名
・運動教室に参加し
スクエアステップを実践した者 15名
・65歳以下の者 8名
・男性高齢者 1名
サークル不参加者 147名
除外 （4名）
・ベースライン調査における
下肢機能測定項目に2項目
以上の欠損がある者 4名
不参加群 30名参加群 30名
サークル参加者 30名
下肢機能総合得点によるマッチング
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表Ⅶ－１ マッチング前の参加群，不参加群の基本属性および下肢機能 
 
 
 
下肢機能総合得点の算出にあたり，不参加群の対象者 147 名のうち，パフォーマンステ
ストに 2 項目以上の欠損があった者 4 名を除外した。マッチングに際しては，参加群の各
対象者の下肢機能総合得点±1 標準偏差（1 標準偏差は 0.467）を算出し，その範囲におさ
まる得点の者を不参加群から抜き出した。範囲におさまる得点の者の人数は最小で 11 名，
最大で 75 名であり，抜き出した後に RAND 関数により値を割り振り，値が最も大きかっ
た者を不参加群の分析対象者として選出した。マッチングの結果，参加群 30 名，不参加群
30 名が最終的な分析対象者となった。尚，マッチングにより，追跡期間以外の項目におけ
る群間の有意差は消失した。追跡期間においては，不参加群は参加群に比して追跡期間が
有意に短かった（P = 0.039）。本課題において開催した体力測定会は，笠間市内の保健セン
ターや公民館などの公共施設でおこない，開催時期は夏季に統一した。しかし，開催日程
は会場の都合により年度によって数週間のずれがある。こうした研究デザイン上の問題が
影響し，追跡期間において群間差が生じたと推測される。 
 
n Mean ± SD n Mean ± SD
年齢， 歳 30 71.4 ± 4.1 147 73.4 ± 4.9 0.039
身長， cm 30 150.5 ± 4.7 146 148.7 ± 5.5 0.108
体重， kg 30 51.1 ± 6.2 147 50.8 ± 7.3 0.833
Body mass index， kg/m2 30 22.6 ± 2.7 146 23.0 ± 3.2 0.580
教育年数， 年 30 11.4 ± 1.6 146 11.3 ± 2.2 0.613
追跡期間，月 30 11.7 ± 0.5 147 11.3 ± 0.5 < 0.001
開眼片足立ち時間， 秒 30 45.7 ± 21.2 142 33.3 ± 22.3 0.006
5 回椅子立ち上がり時間 ， 秒 30 6.4 ± 1.7 142 8.0 ± 2.4 < 0.001
Timed up and go， 秒 30 5.8 ± 0.8 147 6.6 ± 1.9 0.001
5 m通常歩行時間， 秒 30 3.3 ± 0.4 146 3.9 ± 0.9 < 0.001
全身選択反応時間， ミリ秒 30 997 ± 80 144 1080 ± 175 < 0.001
SD: standard deviation
参加群 不参加群
P 値
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4．統計解析 
群間の基本属性および下肢機能の比較には，t 検定を用いた。また，サークルへの参加が
下肢機能に与える影響を検討するために，群（参加群，不参加群）×時間（ベースライン，
追跡調査）の 2 要因分散分析をおこない，多重比較検定には Bonferroni 法を用いた。課題
1，2－1 と同様，効果量を示すために η2を算出した。統計解析には IBM SPSS Statistics 21 
for Windows を用い，危険率は 5%とした。 
 
5．倫理的配慮 
本研究は，筑波大学大学院人間総合科学研究科の研究倫理審査委員会による承認を得て
実施した（課題番号：体 21-25 号，体 26-132 号，体 29-43 号）。倫理的配慮から，追跡期
間中に我々が対象者の行動を強制，制限することはなかった。 
 
第 3節 結果 
 
 表Ⅶ－２に対象者の基本属性および下肢機能を示した。ベースラインにおける各群の年
齢，身長，体重，body mass index，教育年数，下肢機能の各パフォーマンステストに有意
差は認められなかった。参加群は，サークルへ入会してから 1.8±1.1 ヵ月後に体力測定会
に参加し，ベースラインの測定をおこなっていた。 
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表Ⅶ－２ マッチング後の参加群，不参加群の基本属性および下肢機能 
 
 
 
 表Ⅶ－３にベースライン，追跡調査における各群の各パフォーマンステストの結果を示
した。2 要因分散分析の結果，timed up and go において有意な交互作用が認められ（P = 
0.006），参加群の測定値はベースラインから追跡調査にかけて変化していなかったが（P = 
0.211），不参加群の測定値は有意に遅くなっていた（P = 0.007）。開眼片足立ち時間，5 回
椅子立ち上がり時間，5 m 通常歩行時間，全身選択反応時間においては，有意な交互作用お
よび時間の主効果は認められなかった。timed up and go おける群×時間（交互作用）の効
果量は中程度の値（η2= 0.121），開眼片足立ち時間，全身選択反応時間の効果量は，小さな
値であった（η2= 0.018, 0.043）。5 m 通常歩行時間における時間による主効果の効果量は
0.029 と小さな値であった。 
 
 
n Mean ± SD n Mean ± SD
年齢， 歳 30 71.4 ± 4.1 30 71.7 ± 4.6 0.748
身長， cm 30 150.5 ± 4.7 30 150.4 ± 4.9 0.936
体重， kg 30 51.1 ± 6.2 30 51.8 ± 8.4 0.704
Body mass index， kg/m2 30 22.6 ± 2.7 30 23.0 ± 3.8 0.722
教育年数， 年 30 11.4 ± 1.6 30 11.5 ± 1.8 0.939
追跡期間，月 30 11.7 ± 0.5 30 11.4 ± 0.5 0.039
開眼片足立ち時間， 秒 30 45.7 ± 21.2 30 42.2 ± 21.1 0.526
5 回椅子立ち上がり時間 ， 秒 30 6.4 ± 1.7 30 7.0 ± 1.9 0.138
Timed up and go， 秒 30 5.8 ± 0.8 30 5.5 ± 0.9 0.238
5 m通常歩行時間， 秒 30 3.3 ± 0.4 30 3.4 ± 0.4 0.191
全身選択反応時間， ミリ秒 29 997 ± 80 30 990 ± 77 0.742
下肢機能総合得点， 点 30 0.524 ± 0.5 30 0.442 ± 0.4 0.483
SD: standard deviation
P 値
参加群 不参加群
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表Ⅶ－３ 参加群，不参加群における各身体パフォーマンステストの経時的変化 
 
 
参加群 30 45.7 ± 21.2 44.7 ± 21.5
不参加群 30 42.2 ± 21.1 45.7 ± 17.7
参加群 30 6.4 ± 1.7 6.3 ± 1.3
不参加群 29 7.0 ± 1.9 6.8 ± 1.6
参加群 30 5.8 ± 0.8 5.5 ± 0.8
不参加群 30 5.5 ± 0.9 6.1 ± 1.8
参加群 30 3.3 ± 0.4 3.3 ± 0.6
不参加群 30 3.4 ± 0.4 3.6 ± 0.7
参加群 29 997 ± 80 984 ± 98
不参加群 30 990 ± 77 1010 ± 112
SD: standard deviation
η 2=要因の平方和／全体の平方和
交互作用
P値
時間による
主効果
P値
群×時間
（交互作用）の
効果量η2    Mean± SD
ベースライン 追跡調査
全身選択反応時間， ミリ秒
0.112 0.749
0.565 0.490
Timed up and go， 秒
0.211
0.006
0.007
時間による
主効果の
効果量η 2
0.008
5 m通常歩行時間， 秒
0.585 0.168
開眼片足立ち時間， 秒
0.301 0.572
5 回椅子立ち上がり時間 ， 秒
時間による
単純主効果
P値n     Mean± SD
0.018
0.121
0.005
0.043
0.005
0.029
0.002
0.005
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第 4節 考察 
  
本課題は，高齢ボランティアが運営する運動サークルのうち，スクエアステップ・サー
クルへの約 1 年間の参加が一般高齢者の下肢機能に及ぼす影響を検討した。その結果，参
加群の timed up and go の値に有意な変化が認められなかったものの，不参加群では有意に
遅くなることが明らかになり，サークル参加によって一般女性高齢者の起居移動動作能力
は維持することが示唆された。 
Timed up and go は転倒発生（Shumway-Cook et al., 2000）や日常生活動作の低下
（Wennie et al., 2010）を予測するパフォーマンステストであり，日本人女性高齢者におい
ては，70 歳以降に測定値が大きく遅延すると報告されている（中谷ら, 2008）。本課題にお
ける不参加群の年齢は 71.7±4.6 歳だったことから，先行研究に示されているような加齢に
伴う起居移動動作能力の低下がみられたと考えられる。一方，参加群の年齢も同程度であ
ったにも関わらず，timed up and go の値に有意な遅延は認められなかった。先行研究にお
いて，高齢者が複雑な重心移動や歩行動作を含むスクエアステップを実践することで timed 
up and go が維持，向上すると報告されており（Nokham and Kitisri, 2017），本研究の課
題 2－1 でも同様の結果が得られた。このことから，参加群は約 1 年間スクエアステップを
継続実践したため，加齢による起居移動動作能力の低下が抑制されたと推測される。 
一方で，参加群は，ベースライン調査までに 1.8±1.1 ヵ月間スクエアステップを実践し
ていた。従って，ベースライン調査時にはスクエアステップ実践による効果をすでに得て
おり，追跡期間内の有意な向上が確認されなかったと推測される。本課題の結果は，サー
クルの効果を過小評価している可能性があるため，今後はサークル入会直後に調査を実施
する必要がある。また，本研究の高齢ボランティアは，ボランティアの養成講習会におい
て，スクエアステップ，準備，整理運動，レクリエーションの指導法を学び，これらをサ
ークルで実施した。従って，追跡期間中の指導内容に変化はなく，運動強度も一定だった
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ために，参加群の下肢機能は維持に止まったと考えられる。運動量や運動強度が漸進的に
増加するようプログラムの内容を定期的に見直し，対象者の身体機能水準に合わせたプロ
グラムが提供されることで，スクエアステップ・サークルの効果がより大きくなり，下肢
機能が向上する可能性がある。 
 本課題にはいくつかの限界がある。マッチング前の両群の基本属性を比較すると，参加
群は年齢が若く，下肢機能の水準が高かった。本研究では下肢機能総合得点を用いて，参
加群を基準に不参加群のデータをマッチングさせたため，対象者は年齢が若く，下肢機能
水準が高い集団に偏った可能性がある。今後は男性の対象者も含めて幅広い年齢，身体機
能水準の者を対象として検討を進める必要がある。また，本研究では対象者のサークル出
席回数やサークルの活動時間，スクエアステップ以外の運動習慣，身体活動量を調査して
いないため，これらを考慮した検討が求められる。最後に，運動サークルは長期的に参加
できる通いの場となることが望まれているが，本課題の追跡期間は約 1 年と短かった。今
後は，追跡期間を延ばして検討すると共に，スクエアステップ以外の運動を用いたサーク
ルにも着目することや，認知機能や心理状態といったアウトカムを設定することで，介護
予防活動としての運動サークルの有効性を検証する必要がある。 
 
第 5節 要約 
 
本課題では，高齢ボランティアによるスクエアステップを主運動とする運動サークルへ
の参加が，一般高齢者の下肢機能に与える影響を検討した。その結果，約 1 年間の参加に
よって，女性の一般高齢者の加齢による起居移動動作能力の低下が抑制することが示唆さ
れた。高齢ボランティアによる運動サークルは，教室に参加しない高齢者にとって有効な
運動実の場となる可能性がある。 
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第Ⅷ章 総合考察 
 
 本研究では，高齢ボランティアが運営するスクエアステップを主運動とした運動サーク
ルに焦点を当て，女性高齢者の下肢機能を維持もしくは向上させる活動として有効である
かについて検討した。本章ではこれまでに示した各課題の知見をまとめ，先行研究にも触
れながら検討をおこなう。 
 
第 1節 本研究と先行研究との比較－本研究の新規性－ 
 
1．運動サークルへの参加が高齢者の下肢機能に与える効果 
 本研究では，現行の介護予防施策（厚労省, 2015）が運動サークルに求める 2 つの役割，
すなわち教室修了者の受け皿と一般高齢者における運動実践の場としての役割に着目し，
それぞれの高齢者に生じる運動サークルの効果を検討した。その結果，サークルに参加す
ることで，教室修了者の起居移動動作能力は向上し（課題 2－1），一般高齢者の起居移動動
作能力は維持する（課題 2－2）ことが示唆された。複数の研究では，高齢者におけるスク
エアステップ実践の効果として，起居移動動作能力が向上すると報告されており（大藏ら, 
2010; 角田ら, 2011; Teixeira et al., 2013; Bhanusali et al., 2016），本研究の対象者も，運
動サークルにおいてスクエアステップを継続実践したために，先行研究と同様の結果が得
られたと考えられる。日本人女性高齢者においては，70 歳を境に timed up and go の値が
大きく遅延すると指摘されており（島田ら, 2006），これにより日常生活動作能力も低下す
ると報告されている（Wennie et al., 2010）。スクエアステップのサークルに参加すること
で，対象者は加齢に伴う起居移動動作能力の低下を抑制すると共に，日常生活動作能力も
保持できていた可能性がある。本研究では，教室修了者と一般高齢者とで起居移動動作能
力に生じる変化に違いがあった。課題 2－1 の対象者である教室修了者は，毎週開催される
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サークルに参加していたが，課題 2－2 ではサークルの開催頻度を調査できなかったため，
開催頻度が低い（月に 2 回などの）サークルに参加した者が含まれていた可能性がある。
運動サークルの開催頻度が異なることで，課題 2－1 と 2－2 の対象者の運動実践状況に差
異が生じ，起居移動動作能力への効果の大きさにも違いが生まれたと推測される。今後は，
この点を考慮した上で，一般高齢者における運動実践の場としての効果を検討する必要が
ある。 
 本研究における以上の結果から，スクエアステップを主運動とした運動サークルは，高
齢者の下肢機能のうち起居移動動作能力を維持，向上させる活動として有効であり，教室
修了者の受け皿，一般高齢者の運動実践の場として効果的に機能することが示唆された。
これまで運動サークルの効果は十分に検討されず（木村ら, 2016），教室修了者の受け皿の
効果検証は筆者の知る限りおこなわれていない。本研究（課題 2－1）は，受け皿としての
効果を検討し，その有効性を示した点に新規性を見出すことができる。河西ら（2007）や
Waters et al.（2011）は，高齢ボランティアが一般高齢者に対して転倒予防を目的とした
運動指導をおこなった結果，一般高齢者の身体機能は指導開始から 1 年後も維持していた
と報告している。本研究の課題 2－2 の結果は，これらの先行研究と同様の結果であり，高
齢ボランティアの運動指導は，指導を受ける高齢者の身体機能の低下を抑制できると言え
る。一方，先述の 2 つの先行研究では，本研究と同じくボランティアの指導を受ける一般
高齢者を介入群に設定しているものの，対照群は本研究と異なり，高齢ボランティアや他
の運動プログラムを実施した者であった。本研究は，運動サークル不参加者を対照群とす
ることで，サークル参加の効果を参加しないことで生じる問題点（加齢に伴う下肢機能の
低下）と共に示している。高齢社会白書（内閣府, 2017c）では，高齢者が参加したい社会
参加活動は，「趣味のサークル・団体」が 31.5％と最も多く，「健康・スポーツのサークル・
団体」は 29.7％と 2 番目に多いと報告されている。運動サークルへの関心は今後益々高ま
ると予想されるが，多くの高齢者にサークル参加の意義を理解させ，行動変容を促すため
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にも，サークルの効果を不参加者との比較から明らかにすることは重要であると言える。 
 
2．高齢ボランティアと運動指導の専門家による運動指導の効果および問題点 
課題 1では，高齢ボランティアによる運動指導と専門家による運動指導の効果を比較し，
両者の指導効果に有意な差がないことが認められた。ボランティアによるスクエアステッ
プの指導に対しては，ボランティア自身の主観的評価，専門家による客観的評価から，お
おむね安全かつ適切な指導ができていると報告されている（重松ら, 2013）。筆者は，本研
究の対象者が参加した運動サークルにおいて高齢ボランティアの指導場面を観察し，ボラ
ンティアがスクエアステップの基本的な指導法（5 つの約束事や基本ステップに関する実技
指導）を遵守し，ステップを間違えた者に対しても真横あるいは対面に立って正しいステ
ップを説明できることを確認した。スクエアステップは指導のポイントが明確化された運
動であり，本研究においても先行研究と同様に高齢ボランティアは適切な指導ができてい
たと考えられる。さらに，スクエアステップの「ステップ・パターン」は，基本ステップ，
初級ステップ，中級ステップ，上級ステップと難易度順にテキストに掲載されているため，
指導者がステップの難しさや負荷を漸進的に上げずとも，実践者は徐々に難易度を上げて
スクエアステップを実践することができる。こうしたスクエアステップの特性が影響し，
本研究では，ボランティアであっても専門家と差のない指導効果を生み出せた可能性があ
る。 
本研究においてスクエアステップ・サークルを運営していた高齢ボランティアは，活動
年数が 2.9±2.2 年（最大 7 年 3 ヵ月，最小 7 ヵ月）と長期にわたって活動している者であ
った。彼らは指導経験を積むことで，スクエアステップのあらゆるステップを理解し，対
象者に対して戸惑うことなく，的確に指導できる知識と技術を習得していたと考えられる。
さらに，彼らはスクエアステップの指導法を遵守するだけでなく，初心者から上級者まで
あらゆる対象者が正しく，楽しくステップするための指導，環境づくりとして，各ボラン
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ティアの役割や会場内での配置の工夫，ステップを記したポスターの掲示，ステップの説
明文や実践したステップを記入する記録用紙の配布をしていた。スクエアステップは運動
指導に精通しない者であっても適切に指導できる運動であると共に，高齢ボランティアが
長期，継続的な指導経験を有し，スクエアステップの指導に熟知する者であったため，本
研究ではボランティアと専門家の運動指導の効果に有意な差が認められなかった可能性が
ある。 
一方，課題 1 からは，運動サークルと運動教室の相違点を挙げることができる。本研究
では，サークル群の対象者 20 名と教室群の対象者 78 名のベースラインにおける特徴を比
較した。その結果，開眼片足立ち時間，5 回椅子立ち上がり時間において有意な群間差が認
められ，サークル群に比して教室群の値が不良であった。従って，サークルは下肢機能水
準の高い者が参加するのに対し，教室は水準の高い者だけでなく低い者も多く参加し，幅
広い水準の高齢者を受け入れていたと言える。こうした相違点があることで，教室ではサ
ークルとは異なり，各対象者の特徴を考慮した指導がおこなわれていたと考えられる。そ
の例として，教室では虚弱な高齢者や転倒リスクが高いと判断された者には専門家が 1 名
付き添い，立位でおこなう運動を座位で実践させるなど，他の対象者と異なる働きかけが
おこなわれていた。教室は運動指導の知識と技術，様々な高齢者への指導経験を持つ専門
家が運営していたからこそ，幅広い下肢機能水準の者が怪我をせず，効果的に運動を実践
できていた可能性がある。運動サークルにおける指導について，筆者は高齢ボランティア
から，「年長者や足腰が弱い方への指導が難しい」，「どうすれば各参加者のペースに合わせ
た対応ができるか悩んでいる」などの相談を度々受けている。本研究では，高齢ボランテ
ィアによる指導と専門家による指導の効果に差はないことが明らかになったが，様々な下
肢機能水準の高齢者を対象とした場合や，支援を要する虚弱高齢者を対象とした場合には，
専門家の方が適切な指導を提供でき，効果に差が生まれる可能性がある。この点を含めて，
両者の指導内容や効果の違いをより詳細に明らかにする必要がある。さらに，本研究では
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専門家の年齢や運動指導年数などを調査していないため，彼らの特徴を十分に考慮できて
いない。今後は，指導者の熟練度（ベテランか新人かなど）が指導効果に与える影響を明
らかにした上で，専門家とボランティアの効果を比較する必要がある。 
 
第 2節 自治体・地域社会への提言 
 
厚労省（2015）は，「介護予防・日常生活支援総合事業」のガイドラインにおいて，教室
修了者や一般高齢者は運動サークルへ継続的に通い，運動を実践することで，身体機能の
低下が抑制されると推測し，各自治体はこうした方針を基に，地域の実情に応じた事業を
展開するよう求めている。本研究はスクエアステップを主運動とする運動サークルを取り
上げ，本サークルが教室修了者の起居移動動作能力を向上させ，一般高齢者の起居移動動
作能力を維持させることを示した。こうした結果は，現行の介護予防施策を後押しする重
要な知見である。また，本研究の成果を各自治体に適用することで，下肢機能が低下しや
すく，転倒や骨折，関節疾患が要介護の主な原因となる女性高齢者に対して，効果的な介
護予防支援を提供できると考えられる。 
一方，本研究において運動サークルに参加した高齢者は，サークルに参加しない者より
も下肢機能が高く，健康的な高齢者であったと言える。従って，得られた知見が地域に在
住する全ての高齢者に当てはまると断定はできない。複数の研究から，身体機能水準の低
い高齢者の方が高い高齢者よりも運動実践の効果を得やすいと言われているため（新井ら, 
2006; 滝本ら, 2009; Solberg et al., 2013），本研究の対象者とは異なる虚弱な高齢者におい
ても，サークル参加に伴う効果は十分に期待できる。しかし，前節で指摘したように運動
サークルは運動指導の専門家でなはないボランティアが指導をするため，彼らが幅広い身
体機能水準の高齢者を受け入れ，各々の特徴に合った指導をおこなうことは容易でないと
考えられる。従って，各自治体は，高齢ボランティアの数を増やすことで運動サークルの
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普及を目指すだけでなく，ボランティアの指導技術の向上にも尽力し，サークルの介護予
防活動としての質を保障できるよう努める必要がある。運動プログラムの質的側面（指導
者の質やプログラムの中で実施される運動そのものの質など）を高く評価することにより，
高齢者はプログラムへ継続的に参加すると報告されている（Stiggelbout et al., 2006; Tak et 
al., 2012）。自治体による支援は，高齢者の継続的なサークル参加を促し，活動を率いるボ
ランティアにとっても安心して指導を実施することに繋がると考えられる。 
自治体によるサークル支援の例として，茨城県笠間市では，地域包括支援センターと筑
波大学が連携し，高齢ボランティアを対象とした研修会を年 1 回開催している。研修会の
内容は，ボランティアから寄せられた声（運動サークルの活動状況や指導の問題点など）
を基に検討し，これまでに，スクエアステップ指導の基本，立位でのスクエアステップ実
践が困難な対象者への指導法，レクリエーションや整理，準備運動の留意点の研修がおこ
なわれた。その他にも，笠間市のボランティアは市外で活躍するボランティアと交流を持
ち，互いの活動へ足を運びながら，運動指導に関する情報交換をおこなっている。運動サ
ークルが，地域に住むあらゆる高齢者を受け入れ，介護予防につながる効果的な活動とし
て機能するためには，上記のような自治体，他の関連施設による継続的な支援，ボランテ
ィア同士の交流を促す取組みが重要になると考えられる。 
 
第 3節 今後の課題 
 
1．異なる下肢機能水準の対象者を含めた検討 
 本研究は，下肢機能水準が比較的高い高齢者を対象に検討をおこなった。高齢者におけ
る運動実践の効果は，身体機能水準によって異なるため（新井ら, 2006），今後はより低い
下肢機能水準の者を含めた検討が求められる。 
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2．身体活動量を考慮した検討 
 本研究では，運動サークル以外の場面における運動実践状況や日常生活での身体活動量
を調査していないため，これらが対象者の下肢機能に与える影響を考慮できていない。対
象者は週 1 回以下のサークル参加によって，下肢機能を維持，向上していたが，先行研究
では，運動プログラムに週 1，2 回参加しても身体機能への効果は生まれないと報告されて
いる（Stiggelbout et al., 2004）。本研究では運動サークルの効果を過大評価している可能
性があるため，今後は対象者の身体活動量を明らかにし，これらが下肢機能に与える影響
を取り除いた上でサークルの効果を検討する必要がある。 
 
3．下肢機能以外の機能，要介護認定状況に与える影響の検討 
介護予防施策において，運動サークルへの参加は高齢者の身体機能に好影響を与えると
考えられている（厚労省, 2015）。本研究では，こうした施策の方針を基に，運動サークル
の身体機能への効果に着目して検討を進めた。今後は身体機能だけでなく，心理状態や社
会交流状況，認知機能への副次的効果，介護認定状況へ与える影響を明らかにし，運動サ
ークルの効果を多面的に検証することが不可欠である。 
 
4．スクエアステップ以外の運動サークルを対象とした検討 
 本研究では，スクエアステップを主運動とした運動サークルに焦点をあて，本サークル 
の効果を検討した。スクエアステップのサークルは，茨城県笠間市以外の市町村でもおこ
なわれており，普及が進んでいると言えるが，各自治体ではスクエアステップ以外にも多
様な運動サークルが開催されている（北村ら, 2016）。今後は，各地でおこなわれている様々
な運動サークルの効果を検証し，サークルの介護予防効果を明らかにする必要がある。 
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5．茨城県笠間市以外の地域における検討 
 本研究は，茨城県笠間市を調査フィールドとしたため，運動サークルは市内に在住する
高齢ボランティアによって開催され，全ての対象者が市内に在住する高齢者であった。「第
Ⅲ章 第 3 節 研究の限界」にも示したとおり，今後は笠間市とは異なる特性を持つ地域
においても検証を重ね，一般化に向けた取り組みが求められる。 
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第Ⅸ章 総括 
 
研究課題 1：高齢ボランティアによるスクエアステップの指導と専門家によるスクエアステ
ップの指導の下肢機能への効果の比較 
本課題では，高齢ボランティアによるスクエアステップ指導と専門家による指導の下肢
機能への効果を比較し，効果の大きさに差があるか否かを検討した。運動サークルにおい
て高齢ボランティアから指導を受けた群と運動教室において専門家から指導を受けた群の
下肢機能の変化を比較した結果，両者の指導効果に有意な差はないことが確認された。従
って，運動サークルにスクエアステップを取り入れることにより，高齢ボランティアでも
専門家と差のない指導効果を生み出せる可能性がある。 
 
研究課題 2－1：スクエアステップを主運動とした運動サークルへの参加が，運動教室修了
者の下肢機能に与える影響 
本課題では，運動サークルへの参加が運動教室修了者の下肢機能に与える影響を検討す
るために，運動教室修了後にサークルに移行した群と移行しなかった群の下肢機能の変化
を比較した。その結果，教室修了から約 1 年後に運動サークルへ参加した群の起居移動動
作能力は有意に向上することが明らかになった。運動サークルは，教室修了者の受け皿と
して効果的に機能すると考えられる。 
 
研究課題2－2：スクエアステップを主運動とした運動サークルへの参加が，一般高齢者の
下肢機能に与える影響 
本課題では，運動サークルへの参加が，運動教室への参加経験がない一般高齢者の下肢
機能に与える影響を明らかにした。運動サークルに参加した一般高齢者の群と不参加の群
の下肢機能の変化を比較した結果，不参加の群は約 1 年後に起居移動動作能力が有意に低
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下するのに対し，サークルに参加した群は有意な変化は認められなかった。以上の結果か
ら，運動サークルへの参加は加齢に伴う起居移動動作能力の低下を抑制する可能性が示さ
れ，サークルは一般高齢者の運動実践の場として有効であることが示唆された。 
 
結語 
本博士論文では，高齢ボランティアが運営する運動サークルが，女性高齢者の下肢機能
を維持，向上させる活動として有効であるか検討した。その結果，高齢ボランティアによ
るスクエアステップ指導の効果は，専門家による指導効果と差がないことが確認され，指
導を受けた高齢者の下肢機能は維持することが示唆された。また，運動サークルに参加す
ることで，教室修了者の起居移動動作能力は向上，一般高齢者の起居移動動作能力は維持
することが明らかになった。以上の結果から，運動サークルは女性高齢者の下肢機能を維
持，向上させる活動として有効であることが示唆された。本研究から得られた知見が，我
が国の介護予防施策の基礎資料となり，自治体による地域住民の健康づくり，介護予防に
資する地域づくりに活用されることが期待される。 
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